





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































オーストラリア 288.965 2.1 108
オーストリア 5９．２００ 0.4 9２
ベルギー 113.405 0.8 9２
ブルガリア＊ 8２．９９０ 0.6 9２
カナダ 457.441 3.3 9４
クロ チア ＊ 9５
チェ 共和国＊ 169.514 1.2 9２
デン ーク 52100 0.4 9２
エス ニア ＊ 3７，７９７ 0.3 9２
ヨー ッパ共同体 9２
ィン ンド 5３．９ ０ 0.4 9２
フラン 366.536 2.7 9２
ドイツ 1,012,443 7.4 9２
ギリシャ 8２．１ ０ 0.6 9２
ハンガリー ＊ 7１９７３ 0.5 9４
アイスラ ド 2,172 0.0 110
アイルランド 3０７１９ 0.2 9２
イタリ 428.941 3.1 9２
日本 1,173,360 ８．５ 9４
ラトビア ＊ 2 ． 0.2 9２
リヒテンシ ユ ダイン 0.0 9２
リト ニア＊ 9２
ル ンブルグ 1１，３４３ ０．１ 9２
モナ １ ０．０ 9２
オランダ ,60 1．２ 9２
ニュージーランド ５．５３０ ０．２ 100
ノル エ ５，５３３ 0.3 9２
ポー ンド ＊ １４．９３０ ３．０ 9２
ポル ガ 4２１４８ ０．３ 9２
ルーマニア＊ ７１，１０３ 1.2 9２
ロシア連邦＊ ２．３８８．７２０ 1７．４ 100
バキア＊ 5 ．２７８ ０．４ 9２
ロベニア＊ 9２
ペイン 260,654 1.9 9２
ウ エ －デン １．２５６ 0.4 9２
スイス 4３．６００ ０．３ 9２
ウク イナ ＊ 100
英国 584.078 ４．３ 9２
アメリカ合衆国 ４．９５７．０２２ 3６．１ 9３
合計 1３，７２８，３０６ 100.0
1２０
削減目標のクリアが各国の重要項目となっている。削減がクリアできない場
合，京都メカニズムを利用して排出権（量）を確保しなければならないため，
わが国では具体的な投資等が進められている。気候変動による被害も顕著に
なりつつあり，2007年にオーストラリアで発生した干魅は，農作物などに大
きな被害を発生させた。オーストラリアからわが国への小麦の輸出が急激に
減少し関連食品の高騰も引き起こしている。オーストラリアでは，気候変動
によるリスクに世論が高まり，京都議定書の脱退を取り消し，批准している。
今後，世界各国で気候変動による経済的な損失が明らかになってくると国際
的関心も一層高まっていくことが予想され，ポスト京都議定書に大きな影響
を与えると考えられる。ただし，根本的な問題として，今後も各国の削減数
値目標に科学的な根拠が希薄なことが，コンセンサスの大きな障害となるだ
ろう。世界全体における削減目標に対して科学的根拠を持たせことは，比較
的容易（または反対がしにくい）と思われるが，各国個別の目標となると直
接的な経済へのダメージが想定できるため，様々な主体から猛反発があるだ
ろう。
（２）エネルギー安全保障との関係
（12）
2008年７月に行われた1同爺湖サミットでは，ポスト京都議定書をにらんで
地球温暖化原因物質の削減が取り上げられた。しかし，エネルギーの安全保
障面からの検討が強い。世界のエネルギー需要は増加の一途であり，世界の
（13）
各地で需要力i拡大している。1970年代に発生したオイルショックでは，省エ
ネルギーと石油代替エネルギー（原子力エネルギー及び再生可能エネルギ
ー）の開発が進められた。わが国では，「エネルギーの使用の合理化に関す
る法律（以下，省エネルギー法とする｡)」（1973年施行)，「石油代替エネル
ギーの開発及び導入の促進に関する法律（以下，石油代替エネルギー法とす
る｡)」（1980年施行）によって，開発が誘導された。
省エネルギー法は，そもそもはエネルギーの安定供給を目的としているが，
一定の資源量がもつサービス量を増加させることが，資源生産性の向上とな
地球環境変動防止制度の今後（勝田）１２１
り，環境政策上も有効な手段である。省エネルギー法による工場に係る措置
では，エネルギーの使用の合理化の適切かつ有効な実施を図るため，事業を
行う者の判断の基準となるべき事項（省エネルギー法第５条［平成18年６月
２日法律第50号]）として，「①燃料の燃焼の合理化，②加熱及び冷却並びに
伝熱の合理化③廃熱の回収利用，④熱の動力等への変換の合理化，⑤放射，
伝導，抵抗等によるエネルギーの損失の防止，⑥電気の動力，熱等への変換
の合理化」が定められている。これらは，排出物，廃棄物の低減になり，減
少されるエネルギーが化石燃料の場合，地球温暖化防止としても有効である。
また，1998年法改正時にトップランナー方式が導入され，電気機器や自動
車などの燃費の省エネルギー基準を，現在商品化されている個々の製品のう
ち最も優れている機器の性能以上にすることが定められ，製品開発面でも誘
（14）
導力x図られて(､ろ。
他方，石油代替エネルギー法では，代替エネルギーとして期待されている
ものは，石炭や天然ガスなど化石燃料であるが，これらは石油と同様に地球
を温暖化させる二酸化炭素を大量に排出する。現在安全対策の不備が原因で
複数の発電設備が停止してる原子力発電所が再開され，安全な管理なもとで
発電量が増加すれば，地球温暖化対策として有力な手段を得ることになる。
ただし，放射線が照射されなくなるまでに数万年も要する核廃棄物の安全な
貯蔵（または処理）も確保しなければならない。
また，石油代替エネルギー法では，総合的なエネルギーの供給の確保の見
地から，石油代替エネルギーの供給目標を定め，これを公表することが義務
づけられている（第３条第１項)。なお，当該目標を定めるときは，閣議の
決定が必要である（第３条第４項)。実際の検討は，経済産業省内に設置さ
れた「総合資源エネルギー調査会」（総合資源エネルギー調査会令［平成十
二年六月七日政令第二百九十三号］に従う）で行われ，エネルギーの需要及
び石油の供給の長期見通し，石油代替エネルギーの開発の状況その他の事`情
(勘案)，及び環境の保全（留意）が考慮され進められている（第３条第２
項)。総合資源エネルギー調査会には，鉱業分科会，石油分科会，石油需給
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表32010年度における石油代替エネルギーの供給目標（2005年４月28日閣議決定）
※「その他の石油代替エネルギー」には，太陽光，風力，バイオマス等のいわゆる新エネルギー
(導入目標量：1,910万ｋl）に加え，工業プロセスにおける回収エネルギー（回収蒸気の有効活
用，高炉における炉頂圧発電等：490万ｋl）が含まれる。
出典：2005年３月に経済産業省内に設置された「総合資源エネルギー調査会」で改定された「長
期エネルギー需給見通し」（2005年４月28日閣議決定）における「石油代替エネルギーの
供給目標」（石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律第３条第１項）より
抜粋。
調整分科会，電気事業分科会，電源開発分科会，高圧ガス及び火薬類保安分
科会が置かれ，さらに調査会及び分科会には「部会」が置かれる場合もある
(総合資源エネルギー調査会令第６条，第７条)。2005年３月に総合資源エネ
ルギー調査会が示した「長期エネルギー需給見通し」に基づき改定された
｢石油代替エネルギーの供給目標」（表３参照）では，経済成長見通しの下方
修正及び省エネルギー技術の進展等を反映して，全体の供給数量が2002年３
月に発表された供給目標合計3.3億キロリットル（原油換算）より02億キロ
リトル（原油換算）減少している。
当該供給目標は，石炭と天然ガスの供給で57.8％と化石燃料の依存度が過
半数を占めている。この目標に従うと前述の洞爺湖サミットでわが国が提案
している2050年までに世界全体の地球温暖化原因物質排出量を半減する長期
目標は，クリアが難しいだろう。
（３）新エネルギーの普及
新エネルギー利用等を進めるために「新エネルギーの利用等の促進に関す
る特別措置法」が1997年に制定されている。石油代替エネルギー法第２条に
石油代替エネルギーの種類 供給目標（原油換算）万ｋｌ
原子力 8,700（27.6％）
石炭 10,100（32.1％）
天然ガス 8,100（25.7％）
水力 2,100（6.7％）
地熱 100（0.3％）
その他の代替エネルギー 2,400（7.6％）
合計 3.1億k１
一次エネルギーに占める比率 ５５．６％
地球環境変動防止制度の今後（勝田）１２３
規定するものを「製造し，もしくは発生させ，又は利用すること及び電気を
変換して得られる動力を利用すること（石油に対する依存度の軽減に特に寄
与するものに限る｡）のうち，経済性の面における制約から普及が十分でな
いものであって，その促進を図ることが石油代替エネルギーの導入を図ろた
め特に必要なもの」（第２条）としている。他方，再生可能エネルギーを普
及するための経済的誘導方法として北欧（英国やイタリアなど）や米国の複
数の州などでＲＰＳ（RenewablePortfolioStandard）制度が導入されてい
る。ＲＰＳ制度とは，再生可能エネルギー（または，新エネルギー）の普及
を目的として，電力会社に風力発電や太陽光発電などの導入の比率（または
導入量）を義務づけたものである。各国で電力の買い取り価格など運用面の
規定が異なっているが，経済的な誘導として進められている。
わが国では，2002年12月に施行した（一部の電気事業者関係は，翌2003年
４月から施行）「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置
法」（以下，新エネ等利用法とする｡）がＲＰＳ制度に相当する。この法では
新エネルギー等を，「①風力，②太陽光，③地熱，④水力（政令で定めるも
（15）
のに限る｡)，⑤バイオマス（動植物に由来する有機物であってエネノレギー源
として利用することができるもの［原油，石油ガス，可燃性天然ガス及び石
炭並びにこれらから製造される製品を除く。］をいう｡）を熱源とする熱，⑥
前項目に掲げるもののほか，石油（原油及び揮発油，重油その他の石油製品
（16）
をいう｡）を熱源とする熱以外のエネノレギーであって，政令で定めるもの」
（１７）
と定めている（新エネ等下り用法第２条)。また，当該法では，電力事業者に
対して新エネルギー等電気利用目標量が2003年度から定められている（新エ
ネ等利用法施行規則第２条第１項)。2007年度に定められた目標では，２０１４
年度に160.0億ｋＷｈが示されている。今後目標値が向上することでわが国
のエネルギー自給率の増加（エネルギー安全保障）及び地球温暖化対策の推
進が期待される。
1２４
四今後
オゾン層の破壊防止に対して国際的に進められた「オゾン層の保護のため
のウィーン条約」と「オゾン層破壊物質に関するモントリオール議定書」は，
オゾン層の破壊とその原因物質であるフロン類等との因果関係が比較的高い
蓋然性を持った科学的証明が可能だったことと，排出源がある程度限定でき
たことで，排出抑制対策が進展したといえる。地球温暖化原因物質の排出抑
制をする場合，ＩＰＣＣによって地球温暖化と気候変動等被害との因果関係と
将来の被害予測の科学的証明の蓋然性がさらに解明されていかなければなら
ないだろう。しかし，地球温暖化による被害が多様であるため影響をすべて
解明することは極めて困難である。
今後，国際的な議論が展開していくポスト議定書においては，重要な発生
源である化石燃料の使用削減策の可能性も具体的に検討していく必要がある
だろう。環境保全上，実効がある法政策を行う上でも，エネルギーの安全保
障との調整は重要である。地球環境変動は，次世代にわたって被害が発生し
ていくことが予想されるため，持続的に取り組まれるように規制内容につい
て高い合理性が必要である。無理に規制を推し進めても，よい成果は期待で
きないだろう。
人の活動によって変化した物質バランスは，これから新たに様々な環境変
動を引き起こしてくることも予想される。その解明を実行するための社会シ
ステムを整備し，国際的コンセンサスが得られる適切な制度を作らなければ
ならない。気候変動は不可逆的な変化となってしまうこともあるため，制度
制定の進捗の遅れが地球環境を変えてしまう可能性も高い。また，合理性に
欠ける規制内容となると，食糧問題，エネルギー問題など他の社会問題が個
別地域に発生し，大きな被害を生じる恐れもある。地球的規模の環境変動を
防止するためのコントロールは，自然科学，社会科学の双方から十分議論し
なければならないだろう。
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（１）ただし，急性的な影響の場合は，汚染原因と被害の因果関係は比較的分析し
やすいが，長期間を要して被害が発生する慢性的な影響では，複数の被害発生要
因が存在することが多く，因果関係を証明することは困難である。
（２）欧州では2003年夏期に異常な高温が続き，欧州全域に熱波（気温が上昇し持
続する現象のこと）による熱中症など健康被害が発生し，欧州全体で約３万５千
人が死亡している。特にフランスの被害が深刻で，熱波が約２ヶ月間続き，パリ
では38℃を数回記録し，４０°Ｃを超えることもあった（パリの平均気温は約24℃で
東京の31℃よりかなり低く，通常ならば涼しい地域である)。この熱波で，フラン
ス国内だけで約１万５千名が亡くなっている。
（３）2007年７月に欧州南東部で発生した熱波は，深刻な山火事を起こしている。
（４）京都議定書第３条第１項（付属書Ａ)。
（５）京都議定書第２条第１項（ａ）（vi）及び（vii)，並びに第２項。
（６）気候変動に関する国際連合枠組み条約第３回締約国会議（2001年１０月29日～
１１月９日［(モロッコ，マラケシュ]）では，ＣＯＰ６再開会合で成立したボン合意
を前提に，次の事項について，詳細で具体的な運用ルールが合意された。
①京都メカニズム（共同実施［Jointlmplementation：Ｊ１]，クリーン開発メカニ
ズム［CleanDevelopmentMechanism：ＣＤＭ]，排出量取引［EmissionsTrad
ing：ＥＴ])，②土地利用，土地利用変化と林業（いわゆる吸収源)，③遵守制度，
④排出量と吸収量のモニタリング，報告，審査の制度，⑤途上国問題
（７）ハロゲンとは，フッ素，塩素，臭素，ヨウ素，アスタチンの５元素の総称で
ハロゲン物質とは，その化合物のことである。
（８）当該法規制の対象となっているフロン類（CFCs）は，第２条第１項から第３
項まで，第４条第１項第４号，第18条，第19条及び第３4条の規定に基づき，「特定
物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令」第２条第１項別表に記
載されている。
（９）1997年12月に日本の京都で行われた（The3rdSessionoftheConference
ofＰａｒｔｉｅｓｔｏｔｈｅＵｎｉｔｅｄＮａｔｉｏｎｓＦｒａｍｅworkConventiononClimate
Change；気候変動に関する国際連合枠組み条約第３回締約国会議／ＣＯＰ３－
ＵＮＦＣＣＣ)。
(10）京都メカニズムには，つぎのシステムが定められている。
①排出量の取引：ある国が排出削減目標を超えて達成した場合，その排出量を他
の国に有償で譲渡すること。（京都議定書第17条）
②共同実施［附属書１国間］：ある締約国が，他の締約国で排出量削減事業を実施
し，排出量を減らした場合，その削減量の一部を自国の削減量に繰り入れできる
こと。（京都議定書第６条）
③CDM：締約国が，開発途上国で排出量削減事業を実施し，その削減量を自国の
削減量に繰り入れること。（京都議定書第12条）
なお，森林などによる二酸化炭素の吸収（森林シンク）も削減目標に算入する
ことが認められたため，京都メカニズムにも取り入れられている。
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(11）先進国と開発途上国の関係については，1972年にスウェーデン・ストックホ
ルムで開催された国連人間環境会議（UnitedNationsConferenceonthe
HumanEnvironment：ＵＮＣＨＥ）で採択された「人間環境宣言」では，「先進工
業国は，自らと開発途上国との間の格差を縮めるよう務めなければならない｡」こ
とが示された。また，1992年にブラジル・リオデジャネイロで行われた「国連環
境と開発に関する会議（UnitedNationsConferenceonEnvironmentandDevel‐
ｏｐｍｅｎｔ：ＵＮＣＥＤ)」で採択された「環境と開発に関するリオ宣言」で，「各国は
共通だが差異ある責任を有する」と躯われ，先進国に特別に加えられた責任を定
められている。環境保全に関する国際会議では常に重要な議題である。しかし，
先進国と開発途上国との格差は拡大しつつあるのが現状である。
(12）日本，米国，英国，フランス，ドイツ，イタリア，カナダ，ロシア及びＥＵ
の委員長が参加して行われた首脳国会議で，Ｇ８サミットと呼ばれている。1998年
のバーミンガムサミット以降，毎年開催されている。議論のテーマは，世界経済，
金融問題，環境，人口，グローバリゼーションである。
(13）1973年１０月に発生した第４次中東戦争で，第一次オイルショックが起きてい
る。この時，アラブ石油輸出国機構（OrganizationoftheArabPetroleumExpor‐
tingCountries：OAPEC）加盟の10カ国が原油の生産削減と供給制限を行った。
このことがきっかけとなり石油輸出国機構（OrganizationofPetroleumExport‐
ｉｎｇCountries：OPEC）に加盟するペルシャ湾岸６カ国も原油価格を大幅に値上
げしたことで石油価格が高騰した。1979年初頭のイラン革命で中東からの原油輸
出が中断したこと及び石油輸出国機構の原油値上げによって第二次オイルショッ
クが起きている。原油価格は，1979～1981年に３倍近くに高騰した。
(14）省エネルギー法のトップランナー方式規制の対象となる要件（法第七十九条
第一項に基づくエネルギーの使用の合理化に関する法律施行令第二十二条［最終
改正：平成一八年三月一七日政令第四四号]）として，年間の生産量又は輸入量
（国内向け出荷に係るものに限る）は，特定機器の区分に応じ次の数量以上である
ことが定められている。
－乗用自動車：二千台（乗車定員十一人以上のものにあっては，三百五
十台）
二エアコンディショナー：五百台
三蛍光ランプのみを主光源とする照明器具：三万台
四テレビジョン受信機：一万台
五複写機：五百台
六電子計算機：二百台
七磁気ディスク装置：五千台
八貨物自動車：二千台
九ビデオテープレコーダー：五千台
十電気冷蔵庫：二千台
十一電気冷凍庫：三百台
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十二ストーブ：三百台
十三ガス調理機器：五千台
十四ガス温水機器：三千台
十五石油温水機器：六百台
十六電気便座：二千台
十七自動販売機：三百台
十八変圧器：百台
十九ジャー炊飯器：六千台
二十電子レンジ：三千台
二十一ディー・ブイ・ディー・レコーダー：四千台
(15）政令で定めるものとは，「出力千キロワット以下の水力発電所の原動力として
用いられる水力」（新エネ等利用法施行令第一条第１項）：経済性の面における制
約が大きいため。
(16）政令で定めるものは，「バイオマス（v、に規定するバイオマスをいう｡）を発
酵させ，又は熱分解することにより得られる水素又は一酸化炭素を化学反応させ
ることにより得られるエネルギー（ｖ・に掲げる熱を除く。)」と示されている
（新エネ等利用法施行令第一条第１項，第２項［平成一九年三月三○日政令第九七
号])。
(17）電力事業者は，毎年度，その販売電力量に応じ一定割合以上の新エネルギー
電気の利用が義務づけられており，その義務を履行するに際して経済性やその他
の事業を考慮して，次の項目から最も有利な方法を選択することができることが
できる。①自ら新エネルギーによる発電を実施する。②新エネルギーを利用して
発電している他の事業者から電気を購入する。③他の電気事業者に義務を肩代わ
りさせる。
